











































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































施行日 平成21年3月31日 平成23年4月1日 平成24年4月1日 平成23年7月1日
条例の
内容
・障がい者の権利擁護
と暮らしやすい地域づく
りのための行政、学校、
地域社会の対応と義務
（第1条～第4条）
・そのための基本施策
（第9条～第18条）
・障がい者の権利擁護
（第19条～第21条）
・障がい者が暮らしやす
い地域づくりのガイドライ
ン（第23条～第27条）
・障がい者に対する就労
支援（第29条～第30
条）
・障がい者が暮らしやす
い地域づくり委員会（第
41条～第48条）
・暮らしやすい地域づくり
の推進本部（知事が本
部長）（第49条～第51
条）
・障害者への差別虐待の具体
的行為の規定（第2条）
・障害者の権利擁護制度（さ
いたま市障害者の権利の擁
護に関する委員会）（第9条～
第15条）
・虐待に対する事業者関係
機関の措置（第16条～第21
条）
・障害者その家族への総合的
な支援（第22条～第23条）
・障害者への居住、情報、通
信への施策（第24条）
・障害者の社会参加の機会
拡大への措置（第26条）
・障害者に対する包括的な教
育実施（第28条）
・障害者に対する就労支援
（第29条）
・障害者に対する自立支援協
議会の設置（第31条）
・障害者の権利擁護
のための施策として県
の責務、市町村との
連携、県民の役割規定
（第4条～第6条）
・障害者に対する虐待
禁止（第10条）
・障害者の権利擁護と
して不利益取り扱い
の禁止、相談（第8条
～第11条）
・不利益取り扱い解決
のための仕組み（第
12条～第20条）
・障害者の相談に関す
る調整委員会（第22
条）
・障害者の不利益取り
扱いに対する県民等
の役割（第6条）
・不利益取り扱いの禁
止（第7条）
・障害者への虐待禁止
（第8条）
・障害者と障害のない
人との交流機会の拡大
（第9条）
・障害のある人に対す
る支援の適切化のた
め職員育成（第10条）
・障害のある人に対す
る不利益な取り扱い
等に関する相談、助言
（第15条）
救済制度 10人の地域づくり委員
と地域づくり推進委員が
改善の勧告をする
10人以内の障害者の権利の
擁護に関する委員会が勧告
地域相談員、広域専
門委員が調整委員会
を組織し、勧告を行う
市町村社会福祉協議
会が窓口、地域調整
会議を開催、県保健
福祉部へ依頼
条例の問
題点
障がい者への差別に対
する権利擁護規定が不
十分ではないか 
障害者の権利侵害に対する
救済制度は十分か
不利益取り扱いの解
決のための仕組みを
規定
不利益取り扱いを受け
た場合の救済制度 
委員会等で新設せず
既設の制度で当たる
条例の
特色
・障がい者の人権推進よ
り障がい者が暮らしやす
い地域づくりに重点が置
かれている 
・障がい者への虐待禁
止、就労支援が規定され
ている 
・知事を本部長とする暮ら
しやすい地域づくり推進
本部の規定
・前文は格調の高い文言であ
る 
・差別的行為、虐待行為が具
体的に規定されている 
・市長は虐待の危険のある場
合、関係職員への立ち入り調
査を認める 
・権利問題より障害者の生活
支援中心 
・市は乳幼児から生涯にわたっ
て障害者を支援すると規定
・差別という用語より
不利益取り扱いの禁
止と表現 
・障害者に対する虐待
禁止規定
・県民の障害者への理
解促進の県の対策規
定
・障害のある人とない
人との交流機会拡大
規定 
・障害のある人に対す
る支援のための職員
の育成
図表⑬
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（四）結びにかえて
　（二）（三）で分析した各自治体の条例を分類すると
　Ａタイプ　千葉県に代表されるような障害者の人権救済制度に重点を置い
た条例
　Ｂタイプ　北海道、さいたま市、熊本県、岩手県に代表されるような障害
者と地域社会との結び付きを重視する条例とに二分される。
　我が国においては前述のごとく憲法の平等条項を別にすれば障害のある人
が差別を受けない権利を認める法律はいまだ存在しない。
　世界では1990年にアメリカでＡＤＡ（障害を持つ人に対する差別禁止法）
が成立すると、それ以後、オーストラリア、イギリスなど多くの国で、差別
禁止法が制定されている。
　日本でも国際障害者年以降、めまぐるしく新しい法律の制定や従来の法律
の改正、制度の変革が行われているが、内容的には障害のある人を対象とし
て、国家と関連事業者に対する施策を規定したものに過ぎず、従来の保護法
の枠を超えるものになっていない。障害のある人を主体とした権利を認める
法は依然として存在しない。
　現状の障害者救済制度の実態には、①憲法14条の規定は抽象的である、②
憲法上の差別禁止は原則的に国家である。私人間相互の差別の対象は非常に
狭いものに限定される、③福祉立法は、地域生活を支援するのが目的であり、
障害のある人個人個人を司法の対象とする権利を付与するものではない、④
現状の人権救済は不十分である。裁判は費用、年月がかかる、⑤差別問題に
迅速に対応できる行政救済機関が存在しない、などの問題がある。注11）
　そのような国家行政の現状に対して障害者差別をなくす条例をつくること
は、住民に行動の「物差し」となる行為規範を提供することと、行政救済の
根拠を与えて救済を図るシステムをつくること、さらにはこのシステムの中
に、差別問題に対する地域住民意識の掘り起こしや、合意形成に向けた持続
的参加システムを織り込むことで、住民自ら共生社会の在り方を模索できる
ようにすることに大きな意義がある。注12）
　これまで、環境保全や情報公開、個人情報保護など、先進的な行政の取り
障害のある人への差別禁止条例について
─ 116 ─
組みは、地域発の条例として生まれ、国の法律はむしろ後追い的に制定され
てきた経緯がある。
　地方自治を実現し、地域をよくすることが、ひいては国を良くすることに
つながると言われるが、条例づくりはそれを最も端的に表している。地域の
実情を反映した条例は法律上の規定の不備を補うだけでなく、新しいニーズ
に対し、法律に先行して自治的につくられていく。
　そして、自主的に決定されたルールが国家的なルールへと反映されていく
ことによって「社会的連携の理念」を作り上げていくことになるかもしれな
い。
　障害者差別をなくす条例づくりへの取り組みは、その意味でも重要である。
　障害者への差別禁止条例で重要なことは、障害のない人「目線」でなく障
害者の「目線」に立った救済制度である。いくら立派な基本理念がうたわれ
ていても、この視点からの救済制度が不十分ではこの条例は単なる権利宣言
に終わってしまうと考える。
　その救済制度はきめ細かく簡単な手続き、窓口は身近なところ、相談員は
相談しやすい地域の市民が担当、複雑な法律問題等は専門家への委任、差別
をしたとされる人（機関、組織体）への十分な調査と、是正の勧告制度を備
えた規定が求められる。その視点から見て千葉県条例は、①基本理念におい
て障害のある人もない人も、お互いの立場を尊重し合い、支え合いながら、
安心して暮らす地域社会の実現をうたっている、②障害者の差別について、
福祉サービス、医療、商品サービス、雇用、教育、公共施設公共機関の利用、
不動産の取引、情報の提供、虐待等具体的に問題を列挙し、わかりやすい規
定である、③県、市町村、県民の障害者への責任ある対応を明記している、
④救済制度として、広域相談員、地域相談員制度を設け、より高度な内容に
ついては、調整委員会が調整し、助言、あっせんに応じない時は知事が当事
者に勧告することができ、知事は差別された人の訴訟について費用の貸付等
ができる、⑤差別のない県政実現のため推進会議が設けられている等の規定
は評価できる。
　また、ハンディキャップのある人の権利が徐々に改善されつつあるという
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ものの、ハンディキャップを持つ人は「市民」であるという認識がまだ十分
根付いているとはいえない。依然として、差別や偏見が残っている。ハンディ
キャップのある人の生活を保障するには、いくら制度を整えても理念を実現
することは不可能である。やはり、ひとりひとりの市民がハンディキャップ
のある人を自分たちの仲間として受け入れていかなければ、事態は一向に進
展しないであろう。ハンディキャップのある人の「市民」としての認識をさ
らに深め、共に生きる（共生）というのノーマライゼーション理念に立ち返
ることである。
　そして、制度やサービスと人々の意識がうまくかみ合い一つになった時、
初めてハンディキャップのある人の生活が見えてくるのである。注13）
　従って北海道条例等に見られるように障害者が暮らしやすい地域社会づく
りのための具体的条項を入れることが望まれる。
　要約すれば、障害のある人への差別禁止に関する望ましい条例は、千葉県
条例にみられる十分な救済制度の規定と北海道条例等にみられる障害者と地
域社会との結び付きを重視する規定の両方を備えた条例である。注14）
　人権侵害者の差別行為に罰則をつけることについて意見が対立するが、筆
者らは東弁護士が主張されるように罰則をつける必要はないと考える。
　第一の根拠は、まず、定義の抽象性である。憲法上だけでなく、法律上に
も差別の定義規定はなく、解釈に委ねられているのが現状であるので、予測
可能性を担保するためには、差別の類型に応じて、差別の内容をここに明ら
かにする必要性がある。これに応じようとするのが、本件条例の役割という
こともできる。しかしながら、そのような努力をしても、やはり一義的に明
確な定義をつくることは困難であり、特に障害に対する合理的配慮の概念を
具体的に提示しようとしても、限界があるのは否めない。
　したがって、罰則をつけようとすれば、明確性の要請に十分にこたえるこ
とができないのである。その結果、勢い狭い定義にならざるを得ない。しか
しこれでは、差別の予防、救済の対象が限定化限定かされてしまい、条例の
目的が生かしきれないことになる。
　第二の根拠は罰則をつけたとしても、実効性が上がるかという点である。
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罰則の適用には厳格な刑事訴訟法上の立証責任が伴うことになるわけである
が、実際に差別の問題に刑事手続きが機能するかははなはだ疑問である。し
たがって差別の定義規定から刑罰という発想を切り離すべきである。注15）
　刑罰よりも当事者（差別行為をした人、機関、組織体）に十分な指導を行
い、障害者問題に対し理解を深めるよう指導、説得等することの方が重要で
あり、それがこの条例の目的であると考える。
　日本の障害者政策の特徴は、障害者団体の要求は一部の地方自治体レベル
では達成されても、障害者の社会的隔離・排除の政策は十分改められず、中
央政府が「ノーマライゼーション」的政策をとるのは、国際障害者年以降の
1990年代であり、いまだ障害者差別禁止法を持たず、政策も従来の「枠組み」
の表面的修正で終わっている点である。
　また日本の障害者政策は、国際社会との「協調」（国際社会での体面から
生まれる「外圧」）という文化基盤から変革が進められてきた。いいかえれば、
日本は、諸外国と協調する限りにおいて政策を変更するが、その土地に住む
人の存在及び生活を保障する政策を、その土地に住む人間の声を反映させて
内発的に発展することができない国である。注16）
　これまでの福祉や教育の制度自体が「保護」という名の下に、障害を持つ
人々を社会から排除してきたのではないか。また「特別な配慮」という名の
下に、私たちの行為がその排除に加担してきたのではないかが問われている。
つまり、これまでの社会制度を支えてきた理念が覆されたのである。
　求められる「福祉」「教育」制度は、障害のみならず多様な属性をもつ社
会の構成員すべての社会参加を保障するという理念の下に、それを可能とす
る社会システムの一翼を担う制度として設計される必要がある。そのために
は、おのおの地方自治体が前述の如く十分な救済制度と障害者と地域社会の
連帯の強化を備えた条例を制定することが望まれる。このことが政府の障害
者権利条約の批准と障害者差別禁止法制定の「内圧」となると考える。
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注
１）障害者の「害」の表現について、障害の「害」には「災害」「害悪」など否定的
なイメージがあり、「碍」と改めるべきであり、常用漢字に「碍」を認めてほし
いという意見が相次いだが、文化審議会国語分科会の漢字小委員会は平成22年４
月13日「碍」の追加を見送った。ただし、障害という表記の見直しに取り組む政
府の「障がい者制度改革推進本部」が今後、障碍という表記が望ましいと決めた
場合には再検討することにした。（平成22年４月14日　朝日新聞参照）
　　「障がい者」と表現する地方自治体も増えているが、表記だけ柔らかくすること
になれば、「差別が残る実情から目をそらすことになる」との反対意見もあり、
熟語にすると「障害」も「障碍」も意味は変わらないという意見もある。
　　表記の問題より「害」を取り除く具体的な政策の実現こそ重要であるという筆者
らの考えから、本稿においては現在法律用語に用いられている「害」を使用し、
引用文については原文の表現のまま記することにした。
２）松本健男他『これからの人権保障』2007年　有信堂高文社　130頁
３）久禮・平峯「人権擁護委員制度の現状と課題」憲法論叢第16号　関西憲法研究会
　90頁
４）久禮・平峯「川崎市人権オンブズパーソンについて」関西外大人権教育思想第13号、
久禮・平峯「川西市子ども人権オンブズパーソン条例について」同第14号
５）産経新聞　平成19年４月８日
６）朝日新聞　平成23年８月２日
７）朝日新聞　平成23年７月29日
８）上掲２）　148、149頁
９）人権年鑑　2007年度版　解放出版　123頁
10）産経新聞　平成18年10月26日
11）東敏裕『差別禁止法制の必要性』福祉労働　93号　12〜18頁
12）東敏裕『障害を理由とした差別をなくするための条例の法的問題点と条例私案』
福祉労働108号　16頁
13）相澤譲治『改訂版　ともに学ぶ障害者福祉』2005年　（株）みらい　35頁
14）上掲12）18〜31頁に東敏裕弁護士の「障害を理由とする差別をなくす条例私案」
と題して優れた私案が提示されており特に人権侵害の擁護及び救済制度が充実し
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たものとなっているが、地域社会との関係に言及されていない点について筆者ら
は更なる議論の余地があると考える。。
15）上掲12）　14,15頁
16）大沢真理他編『ユニバーサル・サービスのデザイン―福祉と共生の公共空間』有
斐閣　2004年　127頁
附記
高齢者虐待防止については、久禮義一「高齢者虐待に関する一考察」関西外大人権教
育思想研究第８号
児童虐待防止については、久禮義一「児童虐待防止策への一考察」日本法政学会五十
周年記念論文集『現代政治学の課題』（2006年　成文堂）を参照されたし
